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有田市・有田川町・湯浅町地域循環型社会形成推進地域計画 

 

和歌山県  有 田 市 

有 田 川 町 

湯 浅 町 

有田周辺広域圏事務組合 

平成 29年 12月 11日 

変更 平成 30年 11月 20日 

変更 平成 31年 3月 29日 

変更 令和元年 11月 29日 

変更 令和 2年 11月 20日 

変更 令和 3年 4月 15日 

変更 令和 4年 3月 31日 

  変更 令和 4年 12月 14日 

 

 

１. 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

（１）対象地域 

構成市町村名：和歌山県 有田市、有田川町、湯浅町 

面    積：409.52km2 

人    口：68,201人（平成 29年 3月 31日現在） 

 

項目 有田市 有田川町 湯浅町 合計 

面積 36.89km2 351.84km2 20.79km2 409.52km2 

人口 28,777 人 27,007 人 12,417 人 68,201 人 

 

（２）計画期間 

循環型社会形成推進地域計画（以下「本計画」という。）では、生活排水処理関係は

有田市、有田川町、湯浅町を対象地域とし、平成 30年 4月 1日から令和 7年 3月 31日ま

での 7 年間（平成 30～令和 6 年度）を計画期間とする。一般廃棄物等処理関係は、有田

市、有田川町、湯浅町を対象地域とし、平成 31年 4月 1日から令和 7年 3月 31日までの

6年間（平成 31～令和 6年度）を計画期間とする。 

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて計画を見直す

ものとする。 

 

（３）基本的な方向 

有田地域は、和歌山県の中部に位置しており、有田市、有田川町、湯浅町により構成

される地域である。 
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一般廃棄物等の処理は、有田市、有田川町については有田周辺広域圏事務組合（以下

「本組合」という。）の「環境センター」において可燃ごみ、不燃ごみ、粗大ごみの処

理を、「クリーンセンター」においてし尿及び浄化槽汚泥の処理を広域処理として行っ

ている。 

湯浅町については、一般廃棄物等の処理は広川町との２町で構成される有田衛生施設

事務組合にて処理を行っている。 

本計画における「ごみ」の処理に関する基本的な方向は以下のとおりである。 

本地域のうち、有田市、有田川町における生活系ごみ排出量は、減少傾向であるが、

有料化の実施、ごみ減量の普及啓発等のこれらの取組みを継続実施し更なる排出抑制を

目指すものとする。また、事業系ごみ排出量についても、事業者へのごみ分別と減量の

指導等を行うことで排出抑制を目指し、併せて、より一層の循環型社会の構築を目指す

ものとする。 

本地域の有田市、有田川町における可燃ごみ等を処理している環境センター（ごみ焼

却施設）は、平成 12 年３月から本格稼働を行い、18 年が経過しているところであるが、

経年劣化による機能低下が進んできているため、施設の機能回復が必要となっている。

そこで、施設の機能回復整備だけにとどまらず、施設の長寿命化及び基幹的設備の改良

をする等の大規模整備を行い、引続き適正な中間処理を行っていくことを方針とする。 

本計画における「し尿及び浄化槽汚泥」の処理に関する基本的な方向は、以下のとお

りである。 

有田市においては、公共下水道の整備を行わない方針としていることから、漁業集落

排水処理施設への接続の推進、くみ取り及び単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への切

り替えを促進することにより、生活排水処理率を向上させる方針としている。 

有田川町においては、公共下水道への接続の推進、農業集落排水処理施設への接続の

推進、くみ取り及び単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への切り替えを促進することに

より、生活排水処理率を向上させる方針としている。 

湯浅町においては、公共下水道の整備を行わない方針としていることから、農業集落

排水処理施設への接続の推進、くみ取り及び単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への切

り替えを促進することにより、生活排水処理率を向上させる方針としている。 

し尿及び浄化槽汚泥の処理については、現在、クリーンセンターにおいて処理を行っ

ているが、施設の老朽化や機器の損傷が進んでいることや、し尿と浄化槽汚泥の構成比

は、「30％：70％」と浄化槽汚泥の構成比が高くなっているため、こうしたことへの対

策が必要な状況となっている。 

本計画は、このような地域現状を踏まえ、さらなる生活排水処理の推進及び汚泥の資

源化を目的とし、老朽化した現在のし尿処理施設に替わる汚泥再生処理センターの整備、
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あわせて、本地域の合併処理浄化槽の普及を図るものである。 

 

（４）ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

和歌山県では、広域化を計画的に進め、循環型社会の実現を図るため、市町村の意見

等を踏まえながら「和歌山県ごみ処理広域化計画」を策定している。 

広域化計画においては、ごみ処理の広域化として、有田市、湯浅町、広川町、有田川

町の 1 市 3 町で広域処理を目指していたが、平成 29 年 4 月から有田市、湯浅町、有田川

町の 1市 2町で広域処理を目指す方針となっている。 

 

（５）プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

有田市、有田川町及び湯浅町では、従来よりプラスチック容器包装廃棄物、プラスチ

ック使用製品廃棄物及びその他プラスチック製品は一括回収し、民間業者に引き渡し、

リサイクルを行っている。引き続き分別回収を継続し、資源化を進めていく方針である。

また、プラスチック再商品化を実施するためのマテリアルリサイクル推進施設の施設整

備事業を令和８年度に着手、令和 12年度に竣工し、令和 13年度よりプラスチック再商品

化を行っていく方針である。 
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２. 循環型社会形成推進のための現状と目標 

（１）一般廃棄物等の処理の現状 

平成 29年度の一般廃棄物の排出処理状況は図-1-1のとおりである。 

なお、焼却施設では焼却に伴い発生した熱を回収し、場内の給湯で利用している。 

 

 

 

図-1-1 一般廃棄物の処理状況フロー（平成29年度実績） 

 

 

 

＜参考：構成市町別の一般廃棄物の処理状況フロー＞ 

図-1-2 有田市の一般廃棄物の処理状況フロー（平成29年度実績） 
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図-1-3 有田川町の一般廃棄物の処理状況フロー（平成29年度実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1-4 湯浅町の一般廃棄物の処理状況フロー（平成 29 年度実績） 
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（２）生活排水処理の現状 

平成 28 年度の生活排水の処理状況及びし尿・浄化槽汚泥等の排出量は、図-2-1 に示すと

おりである。 

 
図-2-1 生活排水の処理状況フロー（平成28年度実績） 

  

※１　汚水衛生処理人口：汚水処理施設に接続されている人口

※２　端数処理の関係上、個々の構成比の合計が100％にならない場合がある
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〈参考：構成市町別の生活排水の処理状況フロー〉 

 

 

図-2-2 有田市の生活排水の処理状況フロー（平成 28年度実績） 

 

 

図-2-3 有田川町の生活排水の処理状況フロー（平成 28年度実績） 
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図-2-4 湯浅町の生活排水の処理状況フロー（平成 28年度実績） 

 

（３）一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表-1
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表-1-1 減量化、再生利用に関する現状と目標 

 
 

 

 

 

図-3-1 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 7年度目標） 

事業系 総排出量 2,932 2,622 (-10.6%)

１事業所当たりの排出量※２ 0.75 0.70 トン/事業所 (-6.7%)

生活系 総排出量 17,472 16,478 (-5.7%)

１人当たりの排出量※３ 219.6 219.4 (-0.1%)

合 計 事業系生活系排出量合計 20,404 19,100 (-6.4%)

直接資源化量 0 トン (0.0%) 0 トン (0.0%)

総資源化量 3,444 (16.2%) 3,797 (19.1%)

エネルギー回収量
―
―

MWh
GJ

―
―

MWh
GJ

最 終 処 分 量 埋立最終処分量 2,577 トン (12.6%) 2,165 トン (11.3%)
※１　排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回収量に対する割合

※２　(1事業所当たりの排出量)＝{(事業系ごみの総排出量)－(事業系ごみの資源ごみ量)}／(事業所数)

※３　(１人当たりの排出量)＝{(生活系ごみの総排出量)－(生活系ごみの資源ごみ量)}／(人口)

《指標の定義》

　　排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量(集団回収されたごみを除く。)〔単位：トン〕

　　総資源化量再生利用量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕

　　エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：ＭＷｈ〕及び熱利用量〔単位：GJ〕

　　最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

エネルギー回収量（年間の発電電力量
及び熱利用量）
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トン トン
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0 ｔ
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750 3,797
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％
自家処理量 直接最終処分量
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ｔ ｔ
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＜参考：構成市町別の減量化、再生利用に関する現状と目標と目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロ

ー＞ 

表-1-2 有田市の減量化、再生利用に関する現状と目標 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3-2 有田市の目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 7年度目標） 

事業系 総排出量 578 トン 504 トン (-12.8%)

１事業所当たりの排出量※２ 0.35 トン/事業所 0.32 トン/事業所 (-8.6%)

生活系 総排出量 8,854 トン 8,170 トン (-7.7%)

１人当たりの排出量※３ 279.5 kg/人 275.1 kg/人 (-1.6%)

合 計 事業系生活系排出量合計 9,432 トン 8,674 トン (-8.0%)

直接資源化量 0 トン (0.0%) 0 トン (0.0%)

総資源化量 1,217 トン (12.1%) 1,460 トン (15.8%)

エネルギー回収量
―
―

MWh
GJ

―
―

MWh
GJ

最 終 処 分 量 埋立最終処分量 1,542 トン (16.3%) 1,215 トン (14.0%)
※１　排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回収量に対する割合

※２　(1事業所当たりの排出量)＝{(事業系ごみの総排出量)－(事業系ごみの資源ごみ量)}／(事業所数)

※３　(１人当たりの排出量)＝{(生活系ごみの総排出量)－(生活系ごみの資源ごみ量)}／(人口)

《指標の定義》

　　排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量(集団回収されたごみを除く。)〔単位：トン〕

　　総資源化量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕

　　エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：ＭＷｈ〕及び熱利用量〔単位：GJ〕

　　最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

排 出 量

再 生 利 用 量

エネルギー回収量（年間の発電電力量
及び熱利用量）

指　　　　　　　　標
現状（割合※１） 目標（割合※１）

（平成29年度） （令和７年度）

0 ｔ

0.0 ％ 920 ｔ

10.6 ％

2,135 ｔ

24.6 ％
8,674 ｔ 8,674 ｔ 1,215 ｔ
100.0 ％ 100.0 ％ 14.0 ％

6,539 ｔ
75.4 ％

0 ｔ 1,215 ｔ
0.0 ％ 14.0 ％

0 ｔ

最終処分量

直接資源化量
処理後再生利用量

処理残さ量

排出量 計画処理量 中間処理量 処理後最終処分量

8,674 ｔ
減量化量

自家処理量 直接最終処分量

集団回収量 総資源化量

540 ｔ 1,460 ｔ
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表-1-3 有田川町の減量化、再生利用に関する現状と目標 

 

 

 

 

図-3-3 有田川町の目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 7年度目標） 

 

 

事業系 総排出量 1,903 トン 1,742 トン (-8.5%)

１事業所当たりの排出量※２ 1.35 トン/事業所 1.24 トン/事業所 (-8.1%)

生活系 総排出量 5,311 トン 5,110 トン (-3.8%)

１人当たりの排出量※３ 160.7 kg/人 157.8 kg/人 (-1.8%)

合 計 事業系生活系排出量合計 7,214 トン 6,852 トン (-5.0%)

直接資源化量 0 トン (0.0%) 0 トン (0.0%)

総資源化量 1,199 トン (16.6%) 1,407 トン (20.4%)

エネルギー回収量
―
―

MWh
GJ

―
―

MWh
GJ

最 終 処 分 量 埋立最終処分量 1,035 トン (14.3%) 950 トン (13.9%)
※１　排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回収量に対する割合

※２　(1事業所当たりの排出量)＝{(事業系ごみの総排出量)－(事業系ごみの資源ごみ量)}／(事業所数)

※３　(１人当たりの排出量)＝{(生活系ごみの総排出量)－(生活系ごみの資源ごみ量)}／(人口)

《指標の定義》

　　排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量(集団回収されたごみを除く。)〔単位：トン〕

　　総資源化量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕

　　エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：ＭＷｈ〕及び熱利用量〔単位：GJ〕

　　最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

排 出 量

再 生 利 用 量

エネルギー回収量（年間の発電電力量
及び熱利用量）

指　　　　　　　　標
現状（割合※１） 目標（割合※１）

（平成29年度） （令和7年度）

0 ｔ

0.0 ％ 1,374 ｔ

20.1 ％

2,324 ｔ

33.9 ％
6,852 ｔ 6,852 ｔ 950 ｔ
100.0 ％ 100.0 ％ 13.9 ％

4,528 ｔ
66.1 ％

0 ｔ 950 ｔ
0.0 ％ 13.9 ％

0 ｔ

6,852 ｔ
減量化量

自家処理量 直接最終処分量 最終処分量

直接資源化量
処理後再生利用量

処理残さ量

排出量 計画処理量 中間処理量 処理後最終処分量

集団回収量 総資源化量

33 ｔ 1,407 ｔ
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表-1-4 湯浅町の減量化、再生利用に関する現状と目標 

 

 

 

図-3-4 湯浅町の目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 7年度目標） 

 

 

 

 

  

事業系 総排出量 451 トン 376 トン (-16.7%)

１事業所当たりの排出量※２ 0.52 トン/事業所 0.46 トン/事業所̂(-11.5%)

生活系 総排出量 3,307 トン 3,198 トン (-3.3%)

１人当たりの排出量※３ 208.7 kg/人 220.2 kg/人 (5.5%)

合 計 事業系生活系排出量合計 3,758 トン 3,574 トン (-4.9%)

直接資源化量 0 トン (0.0%) 0 トン (0.0%)

総資源化量 1,028 トン (25.7%) 930 トン (24.8%)

エネルギー回収量
―
―

MWh
GJ

―
―

MWh
GJ

最 終 処 分 量 埋立最終処分量 0 トン (0.0%) 0 トン (0.0%)
※１　排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回収量に対する割合

※２　(1事業所当たりの排出量)＝{(事業系ごみの総排出量)－(事業系ごみの資源ごみ量)}／(事業所数)

※３　(１人当たりの排出量)＝{(生活系ごみの総排出量)－(生活系ごみの資源ごみ量)}／(人口)

《指標の定義》

　　排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量(集団回収されたごみを除く。)〔単位：トン〕

　　総資源化量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕

　　エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：ＭＷｈ〕及び熱利用量〔単位：GJ〕

排 出 量

再 生 利 用 量

エネルギー回収量（年間の発電電力量
及び熱利用量）

指　　　　　　　　標
現状（割合※１） 目標（割合※１）

（平成29年度） （令和7年度）

0 ｔ

0.0 ％ 753 ｔ

21.1 ％

753 ｔ

21.1 ％
3,574 ｔ 3,574 ｔ 0 ｔ
100.0 ％ 100.0 ％ 0.0 ％

2,821 ｔ
78.9 ％

0 ｔ 0 ｔ
0.0 ％ 0.0 ％

最終処分量

0 ｔ

3,574 ｔ
減量化量

自家処理量 直接最終処分量

直接資源化量
処理後再生利用量

処理残さ量

排出量 計画処理量 中間処理量 処理後最終処分量

集団回収量 総資源化量

177 ｔ 930 ｔ
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（４）生活排水処理の目標 

生活排水処理については、表-2-1 に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等を進め

ていくものとする。 

 

表-2-1 生活排水処理に関する現状と目標 

 

 

 

図-4-1 目標達成時の生活排水処理の処理状況フロー（令和 7 年度目標） 
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〈参考：構成市町別の生活排水処理に関する現状と目標及び目標達成時の生活排水の処理 

状況フロー〉 

表-2-2 有田市の生活排水処理に関する現状と目標 

 

 

 

 
図-4-2 有田市の目標達成時の生活排水処理の処理状況フロー（令和 7年度目標）

0 人
0.0 ％

0 人
10,442 人 0.0 ％

39.0 ％

482 人
1.8 ％ 23,214 kl/年

26,742 人
100 ％

9,960 人
37.2 ％

15,748 人
58.9 ％

16,300 人
61.0 ％

552 人
2.1 ％ 767 kl/年

※１　汚水衛生処理人口：汚水処理施設に接続されている人口

※２　端数処理の関係上、個々の構成比の合計が100％にならない場合がある

総人口

合併処理浄化槽人口

単独処理浄化槽人口

未処理人口

非水洗化人口
し尿発生量

公共下水道人口

コミュニティプラント人口

処理人口

集落排水施設人口
浄化槽汚泥発生量
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表-2-3 有田川町の生活排水処理に関する現状と目標 

 

 

 

 

図-4-3 有田川町の目標達成時の生活排水処理の処理状況フロー（令和 7年度目標） 
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表-2-4 湯浅町の生活排水処理に関する現状と目標 

 

 

 

図-4-4 湯浅町の目標達成時の生活排水処理の処理状況フロー（令和 7年度目標） 
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３. 施策の内容 

（１）発生抑制、再利用の推進 

本地域の一般廃棄物処理対策（ア～ウ）及び生活排水処理対策（エ～ケ）は、以下の通り

とする。 

 

ア．有料化 

現在、実施している有料指定袋による生活系ごみの収集については、今後の排出量の

状況や減量化目標の達成状況等をみながら、必要に応じて指定袋の価格の見直しについ

て検討する。 

 

イ．環境教育、普及啓発、助成 

住民、事業者に対してごみの減量化・再生利用、さらにはごみの適切な出し方に関す

る啓発を徹底するとともに、啓発が効果的なものとなるよう関係団体とも協力しつつ、

新たな啓発手法の開発に努める。 

また、ごみの減量化に関する社会意識を育てるため、学校や地域社会の場において、

副読本を活用した教育やごみ処理施設の見学会などの教育啓発活動に積極的に取り組む

ものとする。 

・自治会や女性団体・老人クラブ等を通じ、全住民を対象にしたリサイクル教育の推進 

・小学生、中学生のごみ処理施設見学の積極的受入れ 

・広報紙を活用した啓発活動 

・ごみの分け方出し方マニュアルやごみカレンダーの全戸配布 

・事業者に対する減量化・再生利用の指導、啓発 

 

ウ．マイバッグ運動・レジ袋対策 

買い物袋（マイバッグ）持参運動とレジ袋対策に関する啓発活動を推進する。 

 

エ．公共下水道事業の推進 

有田川町において整備済みの公共下水道については、区域の住民等に対する下水道へ

の接続を呼びかけ、処理区域内の水洗化の普及啓発を進める。 

 

オ．集落排水事業の推進 

有田市において整備を進めている漁業集落排水事業については、今後も整備を進める

と同時に、整備済み区域の住民等に対する漁業集落排水施設への接続を呼びかけ、処理

区域内の水洗化の普及啓発を進める。 

有田川町において整備済みの農業集落排水については、区域の住民等に対する下水道
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への接続を呼びかけ、処理区域内の水洗化の普及啓発を進める。 

湯浅町において整備済の農業集落排水については、区域の住民に対する農業集落排水

への接続を呼びかけ、処理区域内の水洗化の普及啓発を進める。 

 

カ．合併処理浄化槽の設置促進 

公共下水道及び集落排水事業の整備計画区域外の地域においては、生活排水処理対策

の推進を図るために、合併処理浄化槽の設置促進を支援する。 

 

キ．くみ取り及び単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換支援 

現在、くみ取りまたは単独処理浄化槽を設置している世帯等に対して、生活雑排水の

処理を合わせて行う合併処理浄化槽への転換に関する啓発及び支援を行う。 

 

ク．各種啓発の実施 

家庭等から排出される汚濁負荷量の削減のため、家庭での三角コーナーネット等の利

用、無リン洗剤等の使用などを含めた啓発活動を行う。 

 

ケ．し尿及び浄化槽汚泥の適正処理 

し尿及び浄化槽汚泥の処理を行っているクリーンセンターについては、今後整備を目

指す汚泥再生処理センターが稼働するまでの間は、適正な維持管理に努め、適正処理を

継続するものとする。 

 

（２）処理体制 

ア．生活系ごみの処理体制の現状と今後 

分別区分及び処理方法については、表 4 の通りである。有田市において、平成 30 年度

から使用済み小型家電の分別収集を開始した以外は、現行の分別区分で収集を行ってい

くこととする。 

可燃ごみ、不燃ごみ及び粗大ごみは組合の環境センターにおいて処理し、資源系ごみ

は各構成市町において委託処理（資源化等）している。 

可燃ごみは、環境センターごみ焼却施設において焼却処理している。 

不燃ごみ及び粗大ごみは、環境センターリサイクルプラザにおいて破砕、選別処理等

を行い、金属類は資源化し、可燃残渣は環境センターごみ焼却施設で焼却処理を行い、

不燃残渣は埋立処分を行っている。 

今後については、現在の処理体制を継続するものとするが、竣工後 18 年が経過し、設

備の老朽化が進行している環境センターごみ焼却施設の基幹的設備改良工事を行い、施

設の延命化と併せ温室効果ガスである二酸化炭素排出量の削減を図る。 
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イ．事業系一般廃棄物の処理体制の現状と今後 

発生状況の把握と処理について検討を行う。 

 

ウ．一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後 

現状は、産業廃棄物の受入は行っておらず、今後についても、受入しないことを基本

とする。 

 

エ．生活排水処理の現状と今後 

生活排水の処理については、有田市では漁業集落排水施設への接続、合併処理浄化槽

の設置を推進し、有田川町では公共下水道、農業集落排水施設への接続、合併処理浄化

槽の設置を推進し、湯浅町では農業集落排水施設への接続、合併処理浄化槽の設置を推

進する。 

また、現在のし尿処理施設において発生する汚泥は一部肥料原料として利用している

が、今後整備を目指す有田周辺広域圏事務組合（仮称）汚泥再生処理センターにおいて

も汚泥の資源化を行う。 

処理体制としては、現在と同様に収集運搬は有田市、有田川町及び湯浅町が行い、処

理を有田市及び有田川町が有田周辺広域圏事務組合で、湯浅町が有田衛生施設事務組合

で行う方針である。 

既存施設であるクリーンセンターについては、今後整備する汚泥再生処理センターが

稼働するまでの間は適切な維持管理を行い、適正処理を継続する。あわせて、有田市の

中継施設についても、適正な維持管理に努めると同時に、今後のあり方を検討する。 

 

表-3 施設の概要 

項目 概要 

施設名称 クリーンセンター 

所在地 和歌山県有田郡有田川町大字長谷川 1552-137 

処理対象 し尿及び浄化槽汚泥 

供用開始 昭和 60 年 10 月 

処理方式 低希釈二段活性汚泥法＋高度処理 

処理能力 84kL/日 
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表-4 生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 
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（３）処理施設等の整備 

ア．廃棄物処理施設 

前述した（２）の処理体制で、有田市及び有田川町のごみ、し尿及び浄化槽汚泥を処

理するために必要な施設整備を、表-5に示す。 

 

表-5 整備する処理施設 
事業 
番号 

整備施設 
種類 

事業名 処理能力 設置予定地 
事業期間 

(全体事業期間) 
国土 

強靭化 

1 

ごみ焼却施設 有田市・有田川町地域エネ

ルギー回収型廃棄物処理施

設基幹的設備改良事業 

100t/日 

和歌山県有田郡 

有田川町上中島

927 

R1～R3 

有田市

国土強

靭化地

域計画 
環境センター 

2 

汚泥再生処理セ

ンター 有田市・有田川町地域有機

性廃棄物リサイクル推進施

設整備事業 
109kL/日 

和歌山県有田郡 

有田川町長谷川

地内 

R1～R6 

有田市

国土強

靭化地

域計画 

（仮称）汚泥再

生処理センター 

 

3 

マテリアルリサ

イクル推進施設 （仮称）新ごみ処理施設整

備事業 17.6t/日 
和歌山県有田市

宮原町須谷地内 
R8～R12 

有田市

国土強

靭化地

域計画 
（仮称）新ごみ

処理施設 

4 

ごみ焼却施設 
（仮称）新ごみ処理施設整

備事業 55t/日 
和歌山県有田市

宮原町須谷地内 
R8～R12 

有田市

国土強

靭化地

域計画 
（仮称）新ごみ

処理施設 
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≪整備理由≫ 

事業番号１：ごみ焼却施設の延命化及び温室効果ガスの削減（CO2削減率３％以上） 

事業番号 2：し尿処理施設の老朽化、し尿処理汚泥の再生利用促進 

事業番号 3：R13年度より更なる広域によりごみ処理を行うためであり、次期の第二期 

計画で計画する。 

事業番号 4：R13年度より更なる広域によりごみ処理を行うためであり、次期の第二期 

計画で計画する。 

 

イ．合併処理浄化槽の整備 

浄化槽の整備については、表-6に示すとおり実施する。 

 

 表-6 浄化槽の整備計画 

事業名 
直近の整備済基数 
（平成 28 年度） 

整備計画基数 整備計画人口 事業期間 国土強靭化 

浄化槽設置整備事業 

（有田市） 
1,927 基 627 基 2,009 人 H30～R6 

有田市国土

強靭化地域

計画 

浄化槽設置整備事業 

（有田川町） 
1,251 基 205 基 526 人 H30～R6 － 

浄化槽設置整備事業 

（湯浅町） 
 954 基 266 基 777  人 H30～R6 

湯浅町国土

強靭化地域

計画 

 

（４）施設整備に関する計画支援事業 

前述した（３）の施設整備に先立ち、表-7のとおり計画支援事業を実施する。 
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表-7 実施する計画支援事業 
事業
番号 

事業名 事業内容 事業期間 

2 

有田市・有田川町地域有機性廃棄物リサイクル推進

施設整備事業（事業番号 2）に係る基本計画・設計

業務 

基本計画・設計等 H30 

2 
有田市・有田川町地域有機性廃棄物リサイクル推進

施設整備事業（事業番号 2）に係る測量調査業務 
測量調査 H30 

2 
有田市・有田川町地域有機性廃棄物リサイクル推進

施設整備事業（事業番号 2）に係る地質調査業務 
地質調査 H30 

2 
有田市・有田川町地域有機性廃棄物リサイクル推進

施設整備事業（事業番号 2）に係る造成設計等業務 
敷地造成設計等 H30 

2 

有田市・有田川町地域有機性廃棄物リサイクル推進

施設整備事業（事業番号 2）に係る生活環境影響調

査業務 

生活環境影響調査 H30 

2 

有田市・有田川町地域有機性廃棄物リサイクル推進

施設整備事業（事業番号 2）に係る工事発注仕様書

作成支援業務 

発注仕様書作成等 R1 

3、4 
（仮称）新ごみ処理施設整備事業【事業番号 3、4】

に係る地質調査業務 
地質調査 R5 

3、4 
（仮称）新ごみ処理施設整備事業【事業番号 3、4】

に係る生活環境影響調査業務 
生活環境影響調査 R5～R6 

3、4 
（仮称）新ごみ処理施設整備事業【事業番号 3、4】

に係る PFI 等導入可能性調査業務 
導入可能性調査 R5 

3、4 
（仮称）新ごみ処理施設整備事業【事業番号 3、4】

に係る事業者選定支援業務 
事業者選定支援 R6～R7 

 

（５）その他の施策 

その他地域の循環型社会形成の推進及び、廃棄物の適正処理を推進するために、以下の施

策を実施していく。 

ア．再生利用品の需要拡大事業 

和歌山県認定リサイクル製品の普及に努めるものとする。 

汚泥再生処理センター整備後、同施設で製造される資源化物については、今後採用す

る資源化方式の内容を踏まえて、利用促進を図るものとする。 

 

イ．廃家電のリサイクルに関する普及啓発 

特定家庭用機器再商品化法に基づく、適切な回収、再商品化がなされるよう、広報誌

等を通じて啓発する。 

粗大ごみの回収や各地区へのごみ分別指導等の機会を活用し、家電４品目の再資源化
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への理解を進めていくものとする。 

小型家電は、市町内の公的施設を中心に回収ボックスを設置し、回収を進めていくも

のとする。 

回収した小型家電が実際にどのように再資源化されているか調査を行い、その結果を

住民に対して公開していくものとする。 

 

ウ．不法投棄対策 

不法投棄の監視体制を充実させるとともに、違法行為に対して厳格な対応を検討して

いく。また、広報やパンフレットの作成等により、適正な処理についての協力を呼びか

け、住民・事業者の意識向上を図り、不法投棄の防止に努める。 

 

エ．災害時の廃棄物処理に関する事項 

各構成市町における災害廃棄物処理計画の策定状況については、有田市は平成 31 年３

月に策定済み、有田川町は令和３年４月に策定済み、湯浅町は令和２年２月に策定済み

である。 

豪雨や火災、震災等で大量に発生するごみは、廃棄物の分別や一時集積場所の確保な

どを含め、適切な処理ができる体制の整備に向けて、組合と和歌山県・各構成市町の連

携体制の構築を進めていくものとする。 

各構成市町における災害時のし尿等の処理については、それぞれが保有する地域防災

計画等に基づき、処理を行う方針とする。 

 

４. 計画のフォローアップと事後評価 

（１）計画のフォローアップ 

有田周辺広域圏事務組合、有田市、有田川町及び湯浅町では、毎年、計画の進捗状況を把

握し、その計画を公表するとともに必要に応じて、和歌山県及び国との意見交換を行い、計

画の進捗状況を勘案し計画の見直しを行うものとする。 

 

（２）事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、最終的な処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速

やかに計画の事後評価、目標達成状況の評価を行うものとする。 

また、評価の結果は公表するものとし、評価結果については次期計画策定に反映させてい

くものとする。ただし、本計画については、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化などを踏

まえ、必要に応じて計画を見直すものとする。



 

 

  

25 

 

様式１

１　地域の概要

（１）地域名 （２）地域内人口 68,201人 （３）地域面積

（４）構成市町村等名 （５）地域の要件*

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

過去の状況・現状（排出量等に対する割合） 目　標

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 令和７年度

2,903 2,779 2,922 2,877 2,932 2,622

0.69 0.66 0.72 0.73 0.75 0.69

18,701 18,360 18,125 17,587 17,472 16,478

216.2 216.5 217.4 216.6 219.6 219.4

21,604 21,139 21,047 20,464 20,404 19,100

0 0 0 0 0 0

4,612 4,289 4,195 3,891 3,444 3,797

- - - - - -

- - - - - -

最終処分量 2,529 2,459 2,388 2,500 2,577 2,165

※　別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付する。

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

埋立最終処分量（トン）

再生利用量
直接資源化量（トン）

総資源化量（トン）

エネルギー回収量 エネルギー回収量
（年間の発電電力量　MWH）

（年間の熱利用量　GJ）

*交付要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目全てに○を付ける。

指標・単位
年

排出量

事業系　総排出量（トン）

　　　　　　1事業所当たりの排出量（トン/事業所）

生活系　総排出量（トン）

　　　　　　1人当たりの排出量（ｋｇ/人）

合計     事業系生活系の総排出量合計（トン）

（６）構成市町村に一部事務組合等が含まれ
る場合、当該組合の状況

①組合を構成する市町村 ：有田市、湯浅町、広川町、有田川町
②設立年月日 ：昭和51年4月1日
③組合名 ：有田周辺広域圏事務組合
 ※ごみ処理及びし尿処理施設の設置及び管理運営に関する事務（有田市、有田川町）

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画　総括表１

有田市、有田川町、湯浅町地域 409.52km
2

有田市、有田川町、湯浅町、有田周辺広域圏事務組合 人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪、山村　半島　過疎　その他
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様式１

３　一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定

（１）現有施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工年月 廃止又は休止（予定）年月 解体（予定）年月 想定される浸水深と対策

マテリアルリサイク
ル推進施設

環境センター
有田周辺広域圏

事務組合

低速及び高速
回転式破砕機、
選別

20t/日 平成12年３月 - -
（浸水深5ｍ～10ｍ未満）
施設はピロティ構造とし5ｍ
のかさ上げがされている。

マテリアルリサイク
ル推進施設

有田川町
選別、圧縮・梱
包

4t/日 平成17年４月 - -

エネルギー回収
型廃棄物処理施

設
環境センター

有田周辺広域圏
事務組合

全連続燃焼式焼
却炉（ストーカ式）

100t/日 平成12年３月 - -
（浸水深5ｍ～10ｍ未満）
施設はピロティ構造とし5ｍ
のかさ上げがされている。

最終処分場
有田周辺広域圏

事務組合 107,552m
3 昭和59年４月 - -

最終処分場 有田川町 90,000m3 平成５年４月 - -

し尿処理施設 クリーンセンター
有田周辺広域圏

事務組合
84kL/日 昭和60年10月 令和5年10月廃止予定 令和6年度解体予定

（２）更新（改良）・新設施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工予定年月日 更新（改良）・新設理由
廃焼却施設の解体の有
無及び解体施設の名称

想定される浸水深と対策

エネルギー回収
型廃棄物処理施

設
環境センター

有田周辺広域圏
事務組合

全連続燃焼式焼
却炉（ストーカ式）

100t/日 令和４年３月
施設の延命化及び温室

効果ガスの排出削減
無

（浸水深5ｍ～10ｍ未満）
施設はピロティ構造とし5ｍ
のかさ上げがされている。

有機性廃棄物リ
サイクル推進施設

（仮称）汚泥再生
処理センター

有田周辺広域圏
事務組合

浄化槽対応型処
理方式＋高度処
理＋資源化処理

109kL/日

令和7年3月竣工予
定（施設の供用開始
は令和5年9月末日

予定）

施設の老朽化及び浄化
槽汚泥の混入率の増加

対策
無 浸水想定なし

マテリアルリサイク
ル推進施設

（仮称）新ごみ処
理施設

有田周辺広域圏
事務組合

選別、圧縮・梱
包

17.6t/日
令和13年3月竣工予

定
既存施設の老朽化と広

域化処理のため
未定

（計画規模で浸水深0.3ｍ～3
ｍ未満）施設は防水シャッ
ター等の対策を行う、

エネルギー回収
型廃棄物処理施

設

（仮称）新ごみ処
理施設

有田周辺広域圏
事務組合

全連続燃焼式焼
却炉（ストーカ式）

55t/日
令和13年3月竣工予

定
既存施設の老朽化と広

域化処理のため
未定

（計画規模で浸水深0.3ｍ～3
ｍ未満）施設はランプウェイ
構造とし防水シャッター等の
対策を行う、

－

－

－

〇

プラスチック再商品
化を実施するための
施設整備事業

備考

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画　総括表１

備考
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４．生活排水処理の現状と目標

年度 目標

指標・単位 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 令和７年度

総人口 71,904 71,123 70,332 69,463 68,201 62,813

公共下水道人口

集落排水施設等人口 汚水衛生処理人口 4,707 4,830 4,809 4,703 4,808 5,084

汚水衛生処理率 6.5％ 6.8％ 6.8％ 6.8％ 7.0％ 8.1％

合併処理浄化槽人口 汚水衛生処理人口 13,113 13,369 13,913 16,096 16,376 20,334

汚水衛生処理率 18.2％ 18.8％ 19.8％ 23.2％ 24.0％ 32.4％

未処理人口 汚水衛生未処理人口 51,689 49,837 47,816 44,249 41,888 28,094
※別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付した（添付資料３）。

9,301

汚水衛生処理率 3.3％ 4.3％ 5.4％ 6.4％ 7.5％ 14.8％

過去の状況・現状

汚水衛生処理人口 2,395 3,087 3,794 4,415 5,129

５．浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定

基数 処理人口 開始年度 基数 処理人口 目標年次

627 2,009

浄化槽設置整備事業 有田川町 1,251 5,923 平成11年度 205 526 令和６年度

浄化槽市町村整備推進事業 有田川町 73 238 平成16年度 － － －

浄化槽設置整備事業 湯浅町 954 2,805 平成15年度 266 777 令和６年度

※計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付した（添付資料4）。

施設種別 事業主体
現有施設の内容（平成28年度） 整備予定基数の内容

備考

令和６年度浄化槽設置整備事業 有田市 1,927 7,410 平成6年度
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様式２

事業種別 備考

事業名称 単位 開始 終了 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

- - - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3
有田周辺広域圏事務

組合
17.6 t/日 R8 R12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

全体事業期
間：R8～R12

2,875,400 0 288,904 1,727,957 858,539 0 0 0 2,118,060 0 286,000 1,296,000 536,060 0 0 0

2,875,400 0 288,904 1,727,957 858,539 0 0 0 2,118,060 0 286,000 1,296,000 536,060 0 0 0

4
有田周辺広域圏事務

組合
55 t/日 R8 R12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

全体事業期
間：R8～R12

4,118,631 0 76,944 203,488 470,219 1,895,245 1,203,378 269,357 2,639,434 0 8,878 26,760 342,363 1,541,133 720,300 0

4,118,631 0 76,944 203,488 470,219 1,895,245 1,203,378 269,357 2,639,434 0 8,878 26,760 342,363 1,541,133 720,300 0

497,664 71,334 73,726 66,055 68,977 74,184 71,694 71,694 451,358 57,954 66,434 59,376 61,298 70,092 68,102 68,102

浄化槽設置整備事業 - 有田川町 205 基 H30 R6 100,960 17,164 14,686 14,686 14,686 14,686 12,526 12,526 77,644 13,200 11,294 11,294 11,294 11,294 9,634 9,634

浄化槽設置整備事業 - 湯浅町 266 基 H30 R6 111,418 12,708 17,700 18,258 15,688 15,688 15,688 15,688 107,918 12,708 17,700 17,558 14,988 14,988 14,988 14,988

○施設整備に関する計画支援事業 - - - - - - 160,510 40,498 12,107 0 0 0 57,591 50,314 147,144 27,133 12,106 0 0 0 57,591 50,314

2
有田周辺広域圏事務

組合
- - H30 H30 4,320 4,320 0 0 0 0 0 0 4,320 4,320 0 0 0 0 0 0

2
有田周辺広域圏事務

組合
- - H30 H30 6,879 6,879 0 0 0 0 0 0 3,439 3,439 0 0 0 0 0 0

2
有田周辺広域圏事務

組合
- - H30 H30 9,589 9,589 0 0 0 0 0 0 4,794 4,794 0 0 0 0 0 0

2
有田周辺広域圏事務

組合
- - H30 H30 14,850 14,850 0 0 0 0 0 0 9,720 9,720 0 0 0 0 0 0

2
有田周辺広域圏事務

組合
- - H30 H30 4,860 4,860 0 0 0 0 0 0 4,860 4,860 0 0 0 0 0 0

2
有田周辺広域圏事務

組合
- - R1 R1 12,107 0 12,107 0 0 0 0 0 12,106 0 12,106 0 0 0 0 0

3,4
有田周辺広域圏事務

組合
- - R5 R5 7,178 0 0 0 0 0 7,178 0 7,178 0 0 0 0 0 7,178 0

3,4
有田周辺広域圏事務

組合
- - R5 R6 66,000 0 0 0 0 0 42,163 23,837 66,000 0 0 0 0 0 42,163 23,837

3,4
有田周辺広域圏事務

組合
- - R5 R5 8,250 0 0 0 0 0 8,250 0 8,250 0 0 0 0 0 8,250 0

3,4
有田周辺広域圏事務

組合
- - R6 R6 26,477 0 0 0 0 0 0 26,477 26,477 0 0 0 0 0 0 26,477

全体事業期間
R6～R7

7,652,205 111,832 451,681 1,997,500 1,397,735 1,969,429 1,332,663 391,365 5,355,996 85,087 373,418 1,382,136 939,721 1,611,225 845,993 118,416

有田周辺広域圏事務組合：有田市、湯浅町、広川町、有田川町

注：次期の第二期計画で計画する（仮称）新ごみ処理施設の整備事業に必要な計画支援事業である。

（仮称）新ごみ処理施設整備事業
に係る地質調査業務

（仮称）新ごみ処理施設整備事業
に係る生活環境影響調査業務

（仮称）新ごみ処理施設整備事業
に係るPFI等導入可能性調査業務

（仮称）新ごみ処理施設整備事業
に係る事業者選定支援業務

合計

（仮称）汚泥再生処理センター整
備事業（事業番号2）に係る測量
業務

（仮称）汚泥再生処理センター整
備事業（事業番号2）に係る地質
調査業務

（仮称）汚泥再生処理センター整
備事業（事業番号2）に係る造成
設計等業務

（仮称）汚泥再生処理センター整
備事業（事業番号2）に係る生活
環境影響調査業務

（仮称）汚泥再生処理センター整
備事業（事業番号2）に係る工事
発注仕様書作成支援業務

35,016 43,810 43,480 43,480

（仮称）汚泥再生処理センター整
備事業（事業番号2）に係る基本
計画・設計業務

627 43,480 43,480 265,796 32,046 37,440 30,524285,286 41,462 41,340 33,111 38,603 43,810

-

浄化槽設置整備事業 - 有田市 基 H30 R6

○合併処理浄化槽設置に関する事業 - - - - -

- -

（仮称）汚泥再生処理センター整
備事業

2
有田周辺広域圏事務

組合
109 kl/日 R1 R6

（仮称）新ごみ処理施設整備事業

○有機性廃棄物リサイクル推進施設
に関する事業

- - - -

- - -

環境センターごみ焼却施設基幹的
設備改良事業

1
有田周辺広域圏事務

組合
100 t/日 R1 R3

○マテリアルリサイクル推進等に関
する事業

（仮称）新ごみ処理施設整備事業

○エネルギー回収等に関する事業 - - -

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表２

事業
番号

事業主体

規　模 事業期間 総事業費（千円） 交付対象事業費（千円）
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【参考資料様式２】

 都道府県名：和歌山県

(1)事業主体名 有田周辺広域圏事務組合

(2)施設名称 環境センターごみ焼却施設

(3)工期 令和 元 年度 ～ 令和 3 年度

(4)施設規模

(5)処理方式

(6)余熱利用の計画

(7)地域計画内の役割

(8)廃焼却施設解体工事の有無 有 無

「ごみ燃料化施設」を整備する場合

(9)燃料の利用計画

「メタンガス化施設」を整備する場合

(10)バイオガス熱利用量

(11)バイオガスの利用計画

千円 （税込）

千円 （税込）

施設概要（エネルギー回収施設系）

既存施設の老朽化に伴い基幹的設備改良事業を実施し、焼
却施設の延命化及び温室効果ガスの排出削減を図る。

2,875,400

1．発電の有無　　有（発電効率　　　％）・無
2．熱回収の有無　有（熱回収率　 0.1％）・無

2,118,060うち、交付対象事業費
(12)総事業計画額

処理能力　100t/日（50t/24h×２炉）

全連続燃焼式焼却炉（ストーカ式）
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【参考資料様式６】

 都道府県名：和歌山県

(1)事業主体名 有田周辺広域圏事務組合

(2)施設名称 （仮称）汚泥再生処理センター整備事業

(3)工期 令和 元 年度 ～ 令和 6 年度

(4)施設規模

(5)形式及び処理方式

(6)地域計画内の役割

(7)廃焼却施設解体工事の有無 有 無

「汚泥再生処理センター」を整備する場合

(8)資源化の方法 助燃剤化

(9)資源化物の利用計画 ごみ焼却施設で助燃剤として利用

「コミュニティ・プラント」を整備する場合

(10)計画処理人口及び面積 人口 人

面積 m2

(11)計画地域の性格

千円 （税込）

千円 （税込）

施設概要（し尿処理施設系）

地域内のし尿、浄化槽汚泥及び集落排水汚泥の適正処理、
並びに汚泥の再資源化の促進

4,118,631

処理能力　109kL/日

浄化槽対応型処理方式＋高度処理＋資源化処理

(12)総事業計画額

うち、交付対象事業費 2,639,434
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【参考資料様式７】

都道府県名　和歌山県

(1) 事業主体名 有田市

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業

(3) 事業の実施目的及び内容

(4) 事業期間 平成 30 令和6年度

(5) 事業対象地域の要件

(6) 事業計画額 交付対象事業費 265,796 千円

うち（以下の事業を実施する場合）

・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費 - 千円

・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費 - 千円

○　事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模

【浄化槽設置整備事業の場合】

2,009

470 1,410 156,040 156,040 156,040

53,820 53,820 53,820

26 108 14,248 14,248 14,248

11 ～ 20 人槽 1 基 ( 6 人分 ) 939 548 548

21 ～ 30 人槽 基 ( 人分 ) 0 0 0

31 ～ 50 人槽 基 ( 人分 ) 0 0 0

51 人槽以上 基 ( 人分 ) 0 0 0

宅内配管費 104 基 31,200 50,610 31,120

撤去費 100 基 10,020 10,020 10,020

雨水貯留槽等再利用 基

改築費（災害） 基

改築費（長寿命化） 基

計画策定等調査費

効果的な転換促進及び管理適正化推進費

627 2,009 266,267

改築を除く

285,286 265,796

浄化槽整備
効率化事業費

台帳作成費

合　　　計
基 ( 人分 )

人分 )

8 ～ 10 人槽 基 ( 人分 )

人分 )

6 ～ 7 人槽 130 基 ( 485

5 人槽 基 (

交付対象事業費
( 人分 )

施設概要（浄化槽系）

浄化槽の整備を推進し、公共用水域の環境保全を行う。

年度～

人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪　山村　半島　過疎　その他

区　分
交付対象基数

基準額合計 総事業費
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【参考資料様式７】

都道府県名　和歌山県

(1) 事業主体名 有田川町

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業

(3) 事業の実施目的及び内容

(4) 事業期間 平成 30 令和6年度

(5) 事業対象地域の要件

(6) 事業計画額 交付対象事業費 77,644 千円

うち（以下の事業を実施する場合）

・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費 - 千円

・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費 - 千円

○　事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模

【浄化槽設置整備事業の場合】

( 526 人分 )

5 人槽 111 基 ( 284 人分 ) 36,852 47,952 36,852

6 ～ 7 人槽 80 基 ( 205 人分 ) 33,120 43,040 33,120

8 ～ 10 人槽 14 基 ( 37 人分 ) 7,672 9,968 7,672

11 ～ 20 人槽 基 ( 人分 ) 0 0 0

21 ～ 30 人槽 基 ( 人分 ) 0 0 0

31 ～ 50 人槽 基 ( 人分 ) 0 0 0

51 人槽以上 基 ( 人分 ) 0 0 0

宅内配管費 基

撤去費 基

雨水貯留槽等再利用 基

改築費（災害） 基

改築費（長寿命化） 基

計画策定等調査費

効果的な転換促進及び管理適正化推進費

205 基 ( 526 人分 ) 77,644 100,960 77,644

改築を除く

合　　　計

施設概要（浄化槽系）

浄化槽の整備を推進し、公共用水域の環境保全を行う。

年度～

区　分
交付対象基数

基準額合計 総事業費 交付対象事業費

人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪　山村　半島　過疎　その他

浄化槽整備
効率化事業費

台帳作成費
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【参考資料様式７】

都道府県名　和歌山県

(1) 事業主体名 湯浅町

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業

(3) 事業の実施目的及び内容

(4) 事業期間 平成 30 令和6年度

(5) 事業対象地域の要件

(6) 事業計画額 交付対象事業費 107,918 千円

うち（以下の事業を実施する場合）

・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費 - 千円

・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費 - 千円

○　事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模

【浄化槽設置整備事業の場合】

( 777 人分 )

5 人槽 191 基 ( 561 人分 ) 63,412 63,412 63,412

6 ～ 7 人槽 61 基 ( 174 人分 ) 25,254 25,254 25,254

8 ～ 10 人槽 14 基 ( 42 人分 ) 7,672 7,672 7,672

11 ～ 20 人槽 基 ( 人分 ) 0 0 0

21 ～ 30 人槽 基 ( 人分 ) 0 0 0

31 ～ 50 人槽 基 ( 人分 ) 0 0 0

51 人槽以上 基 ( 人分 ) 0 0 0

宅内配管費 35 基 10,500 14,000 10,500

撤去費 12 基 1,080 1,080 1,080

雨水貯留槽等再利用 基

改築費（災害） 基

改築費（長寿命化） 基

計画策定等調査費

効果的な転換促進及び管理適正化推進費

266 基 ( 777 人分 ) 107,918 111,418 107,918

改築を除く

交付対象事業費

浄化槽整備
効率化事業費

台帳作成費

合　　　計

施設概要（浄化槽系）

生活排水による公共用水域の汚濁に対処し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図
るため事業を推進する。

年度～

人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪　山村　半島　過疎　その他

区　分
交付対象基数

基準額合計 総事業費
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【参考資料様式８】

都道府県名：和歌山県

(1)事業主体名

(2)事業目的

(3)事業名称

(4)工期

(5)事業概要

4,320 千円 6,879 千円 9,589 千円 14,850 千円 4,860 千円 12,107 千円

4,320 千円 3,439 千円 4,794 千円 9,720 千円 4,860 千円 12,106 千円

計画支援概要

有田周辺広域圏事務組合

（仮称）汚泥再生処理センター整備のため

（仮称）汚泥再
生処理センター
整備事業（事業
番号2）に係る基
本計画・設計業
務

（仮称）汚泥再
生処理センター
整備事業（事業
番号2）に係る測
量業務

（仮称）汚泥再
生処理センター
整備事業（事業
番号2）に係る地
質調査業務

（仮称）汚泥再
生処理センター
整備事業（事業
番号2）に係る造
成設計等業務

（仮称）汚泥再
生処理センター
整備事業（事業
番号2）に係る生
活環境影響調査
業務

（仮称）汚泥再
生処理センター
整備事業（事業
番号2）に係る工
事発注仕様書作
成支援業務

汚泥再生処理センター整備に必要な計画・調査・設計業務

平成30年度 平成30年度 平成30年度 平成30年度 平成30年度 令和元年度

うち、交付対象
事業費

(6)総事業計画額 うち、交付対象
事業費

うち、交付対象
事業費

うち、交付対象
事業費

うち、交付対象
事業費

うち、交付対象
事業費
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【参考資料様式８】

都道府県名：和歌山県

(1)事業主体名

(2)事業目的

(3)事業名称

(4)工期

(5)事業概要

7,178 千円 66,000 千円 8,250 千円 26,477 千円

7,178 千円 66,000 千円 8,250 千円 26,477 千円

うち、交付対象事業費

（全体40,700千円）

令和５年度
令和５年度

～
令和６年度

令和５年度
令和６年度

(全体工期：令和６年
度～令和７年度)

次期の第二期計画で計画する（仮称）新ごみ処理施設の整備に必要な調査・支援業務

(6)総事業計画額
（全体40,700千円）

うち、交付対象事業費 うち、交付対象事業費 うち、交付対象事業費

計画支援概要

有田周辺広域圏事務組合

次期の第二期計画で計画する（仮称）新ごみ処理施設の整備のため

（仮称）新ごみ処理施
設整備事業に係る地質
調査業務

（仮称）新ごみ処理施
設整備事業に係る生活
環境影響調査業務

（仮称）新ごみ処理施
設整備事業に係るPFI
等導入可能性調査業務

（仮称）新ごみ処理施
設整備事業に係る事業
者選定支援業務
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■添付資料１ 対象地域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

和歌山市 

岩出市 

か
つ
ら
ぎ

町 

橋本市 

高野町 

紀美野町 海南市 

有田川町 
有田市 

湯浅町 

由良町 
広川町 

美浜町 

日高川町 

日高町 

御
坊
市 

印南町 
みなべ町 

田辺市 

上富田町 

新宮市 

白浜町 那智勝浦町 

すさみ町 

古座川町 

串本町 

太地町 

北山村 

橋本市  

飛地  九度山町 

新宮市飛地  

紀の川市 



 

 

   

37 

■添付資料２ 一般廃棄物等及び生活排水の処理の現状と目標の設定 

 一般廃棄物等に関する現状と目標 

 
 

 

・地域全体
H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

実績 実績 実績 実績 実績 目標 目標 目標 目標 目標 目標 目標 目標

人口 ［人］ 71,123 70,332 69,463 68,201 67,604 66,733 65,812 64,883 64,426 63,967 63,510 63,051 62,595

事業所数 ［所］ 4,091 4,075 3,955 3,834 3,820 3,797 3,777 3,760 3,744 3,730 3,717 3,706 3,694

事業系　総排出量 ［t/年］ 2,903 2,779 2,922 2,877 2,932 2,891 2,810 2,791 2,754 2,721 2,689 2,655 2,622

　　　　１事業所当たりの排出量 ［t/所］ 0.69 0.66 0.72 0.73 0.75 0.75 0.73 0.73 0.72 0.71 0.71 0.70 0.69

生活系　総排出量 ［t/年］ 18,701 18,360 18,125 17,587 17,472 17,382 17,223 17,045 16,901 16,793 16,689 16,583 16,478

　　　　１人当たりの排出量 ［kg/人］ 216.2 216.5 217.4 216.6 219.6 220.3 221.3 221.6 220.6 220.2 219.8 219.4 219.4

合　計　事業系生活系排出量合計 ［t/年］ 21,604 21,139 21,047 20,464 20,404 20,273 20,033 19,836 19,655 19,514 19,379 19,238 19,100

直接資源化量 ［t/年］ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

総資源化量 ［t/年］ 4,612 4,289 4,195 3,891 3,444 3,487 3,497 3,519 3,598 3,662 3,727 3,790 3,797

最終処分量 埋立最終処分量 ［t/年］ 2,529 2,459 2,388 2,500 2,577 2,477 2,416 2,360 2,302 2,267 2,225 2,182 2,165

排出量

再生利用量

・有田市
H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

実績 実績 実績 実績 実績 目標 目標 目標 目標 目標 目標 目標 目標

人口 ［人］ 30,505 30,071 29,578 28,777 28,584 28,509 28,210 27,911 27,677 27,443 27,209 26,975 26,742

事業所数 ［所］ 1,779 1,762 1,699 1,636 1,619 1,605 1,593 1,583 1,573 1,565 1,557 1,550 1,543

事業系　総排出量 ［t/年］ 683 572 603 560 578 555 548 540 533 526 519 511 504

　　　　１事業所当たりの排出量 ［t/所］ 0.38 0.32 0.35 0.34 0.35 0.34 0.34 0.34 0.34 0.33 0.33 0.33 0.32

生活系　総排出量 ［t/年］ 9,435 9,288 9,152 8,761 8,854 8,706 8,614 8,525 8,453 8,380 8,311 8,239 8,170

　　　　１人当たりの排出量 ［kg/人］ 276.2 275.5 276.6 272.3 279.5 275.0 274.9 275.0 275.0 275.0 275.1 275.0 275.1

合　計　事業系生活系排出量合計 ［t/年］ 10,118 9,860 9,755 9,321 9,432 9,261 9,162 9,065 8,986 8,906 8,830 8,750 8,674

直接資源化量 ［t/年］ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

総資源化量 ［t/年］ 1,771 1,674 1,662 1,523 1,217 1,257 1,300 1,332 1,376 1,410 1,443 1,481 1,460

最終処分量 埋立最終処分量 ［t/年］ 1,537 1,483 1,456 1,425 1,542 1,466 1,418 1,374 1,323 1,296 1,261 1,224 1,215

排出量

再生利用量
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・有田川町
H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

実績 実績 実績 実績 実績 目標 目標 目標 目標 目標 目標 目標 目標

人口 ［人］ 27,482 27,383 27,189 27,007 26,804 26,203 25,801 25,400 25,253 25,106 24,959 24,812 24,665

事業所数 ［所］ 1,444 1,439 1,419 1,399 1,393 1,389 1,385 1,382 1,379 1,376 1,374 1,372 1,370

事業系　総排出量 ［t/年］ 1,818 1,772 1,892 1,884 1,903 1,882 1,861 1,842 1,822 1,802 1,783 1,762 1,742

　　　　１事業所当たりの排出量 ［t/所］ 1.23 1.21 1.32 1.33 1.35 1.34 1.33 1.31 1.30 1.29 1.27 1.26 1.24

生活系　総排出量 ［t/年］ 5,506 5,431 5,362 5,404 5,311 5,211 5,163 5,112 5,115 5,114 5,114 5,112 5,110

　　　　１人当たりの排出量 ［kg/人］ 152.4 153.6 154.3 160.3 160.7 159.9 159.7 159.4 159.1 158.8 158.5 158.1 157.8

合　計　事業系生活系排出量合計 ［t/年］ 7,324 7,203 7,254 7,288 7,214 7,093 7,024 6,954 6,937 6,916 6,897 6,874 6,852

直接資源化量 ［t/年］ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

総資源化量 ［t/年］ 1,510 1,349 1,277 1,247 1,199 1,193 1,217 1,240 1,276 1,310 1,344 1,375 1,407

最終処分量 埋立最終処分量 ［t/年］ 992 976 932 1,075 1,035 1,011 998 986 979 971 964 958 950

排出量

再生利用量

・湯浅町
H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

実績 実績 実績 実績 実績 目標 目標 目標 目標 目標 目標 目標 目標

人口 ［人］ 13,136 12,878 12,696 12,417 12,216 12,021 11,801 11,572 11,496 11,418 11,342 11,264 11,188

事業所数 ［所］ 868 874 837 799 808 803 799 795 792 789 786 784 781

事業系　総排出量 ［t/年］ 402 435 427 433 451 454 401 409 404 398 393 388 383

　　　　１事業所当たりの排出量 ［t/所］ 0.40 0.45 0.46 0.50 0.52 0.53 0.48 0.49 0.49 0.48 0.48 0.47 0.47

生活系　総排出量 ［t/年］ 3,760 3,641 3,611 3,422 3,307 3,465 3,446 3,408 3,374 3,341 3,307 3,274 3,240

　　　　１人当たりの排出量 ［kg/人］ 210.3 212.2 214.6 210.0 208.7 221.9 227.7 229.5 228.2 227.2 225.9 225.1 223.9

合　計　事業系生活系排出量合計 ［t/年］ 4,162 4,076 4,038 3,855 3,758 3,919 3,847 3,817 3,778 3,739 3,700 3,662 3,623

直接資源化量 ［t/年］ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

総資源化量 ［t/年］ 1,331 1,266 1,256 1,121 1,028 1,037 980 947 946 942 940 934 930

最終処分量 埋立最終処分量 ［t/年］ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

排出量

再生利用量
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生活排水に関する現状と目標

・地域全体
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

実績 実績 実績 実績 実績 目標 目標 目標 目標 目標 目標 目標 目標 目標

公共下水道人口 ［人］ 2,395 3,087 3,794 4,415 5,129 5,593 6,056 6,520 6,983 7,447 7,911 8,374 8,838 9,301

コミュニティプラント人口 ［人］ 68 61 56 53 54 54 52 52 52 52 52 52 52 52

集落排水等人口 ［人］ 4,639 4,769 4,753 4,650 4,754 4,781 4,811 4,837 4,863 4,881 4,918 4,957 4,994 5,032

合併処理浄化槽人口 ［人］ 13,113 13,369 13,913 16,096 16,376 16,925 17,465 18,048 18,551 18,540 19,109 19,611 20,055 20,334

単独処理浄化槽人口 ［人］ 32,671 32,506 31,385 31,127 29,930 29,268 28,996 28,191 27,321 26,910 26,382 25,577 24,749 23,980

し尿収集人口 ［人］ 19,018 17,331 16,431 13,122 11,958 11,010 9,353 8,164 7,113 6,413 5,780 5,135 4,572 4,114

自家処理人口 ［人］ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計　処理対象人口 ［人］ 71,904 71,123 70,332 69,463 68,201 67,631 66,733 65,812 64,883 64,243 64,152 63,706 63,260 62,813

し尿量　総排出量 ［kL］ 17,022 14,591 16,679 16,510 15,626 15,040 12,183 8,102 8,303 7,501 6,790 6,039 5,402 4,855

浄化槽汚泥　総排出量 ［kL］ 26,903 29,820 27,915 28,233 28,406 28,655 31,483 35,002 34,269 34,703 35,333 35,685 35,953 36,135

合計　し尿・汚泥量の排出量合計 ［kL］ 43,925 44,411 44,594 44,743 44,032 43,695 43,666 43,104 42,572 42,204 42,123 41,724 41,355 40,990

指　　標　・　単　　位

処理形態別
人口

し尿・汚泥
処理量
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■添付資料３ 一般廃棄物等及び生活排水の処理の現状と目標に関するトレンドグラフ 
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■添付資料４ 地域内の施設の現況と予定（位置図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有田川町 

有田市 

湯浅町 

広川町 
有田川町尾岩坂ごみ処分場 

（有田川町川口440） 

組合埋立処分地 
（有田川町川口427） 

有田川町プラスチック収集場 

（有田川町庄1041-1） 

組合環境センター 

ごみ焼却施設・リサイクルプラザ 

（仮称）汚泥再生処理センター 

整備予定地 

既存施設（クリーンセンター） 

（有田川町長谷川地内） 
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■添付資料５ 浄化槽整備区域図（有田市） 
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■添付資料５ 浄化槽整備区域図（有田川町） 
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■添付資料５ 浄化槽整備区域図（湯浅町） 

 

 

 

 

 

 

  
田地区農業集落排水 

◆浄化槽整備事業区域（個人設置型）◆ 

湯浅町内全域（農業集落排水除く） 
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■添付資料６ 地域のハザードマップ（浸水） 

（仮称）新ごみ処理施設建設予定地 
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■添付資料６ 地域のハザードマップ（土砂災害） 
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出典：わかやま土砂災害マップより作成

警戒区域図｜わかやま土砂災害マップ (pref.wakayama.jp)

凡　　例

（仮称）新ごみ処理施設建設予定地

環境センター
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■添付資料７ 有田市国土強靭化地域計画（抜粋） 
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■添付資料７ 湯浅町国土強靭化地域計画（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


